
令和６年度消費者庁行政事業レビュー公開プロセス 

取りまとめコメント 

事業名 ：消費者団体訴訟制度に関する環境整備 

【取りまとめコメント】 
本事業は、実際の消費行動の中にあっては、事業者と各消費者の立場が対等なものに

なりにくいことに着目し、消費者保護の一環として、一定要件を満たした消費者団体が

個々の消費者に代わって事業者に対応できる団体訴訟権を設定するものであり、消費者

保護を目指す諸事業の中にあって高い重要性を有している。 

 その重要性からして、本事業が今後とも安定的に継続していく必要があるという一致

した認識のもと、そのために特に留意すべき事項として、① 事業遂行態勢の維持方策、

② 国による財源補填の必要性、③ 本制度の国民への周知・広報活動という３点につい

て提言を試みる。

① 事業遂行態勢の維持方策

本事業の中心となる適格消費者団体及び特定適格消費者団体(以下「団体」という。)

は、その実務に必要とされる専門知識と経験を有する者で構成されることを前提として

いる。ただ、その構成員の実務への関与の形態は一様ではなく、また団体内に一定の能

力が継続的に担保される仕組みには必ずしもなっていないきらいがある。例えば主要な

役割を果たしてきた構成員の交代などで、一時的にせよ機能が弱体化するといったリス

クが常に存在していると考えられる。自律を旨とする団体にあっては、第一義的には組

織として能力の向上・蓄積が求められるが、加えて他の団体との連携、他の各種組織と

の連携、地方公共団体との連携など、外部能力の活用も有効な方策となるものと考えら

れる。また、令和４年の法改正を受けて、国が認定した消費者団体訴訟支援法人「スマイ

ル基金」が各団体の一部業務を受託する道が拓かれるなど、新たな対策も講じられてい

る。各団体の現状を踏まえると、今後とも事業遂行態勢の安定的な確保を図るための様々

な手段が整備されると同時に、その積極的な活用が全団体にわたって図られることが不

可欠である。

② 国による財源補填の必要性

本事業を担う各団体は、その運営財源に関しても自律を旨としており、国の認定を受

ける際にも、「経理的な基礎」という要素が掲げられてはいる。しかし、それは認定後の

財源的な安定性を保証するものではなく、実際に取り扱う案件に要する費用が予測でき

るものとは限らないなど、人的資源以上に不確実性が高い。個々の団体の財源をめぐる

状況は画一的なものではなく、構成員のボランタリー活動による費用処理の回避、篤志

家からの寄附、さらには地方公共団体からの受託業務といったものも含んでいるといわ

れるが、今後も財源不足を原因とする事業の停滞を避ける手立てを考えておく必要があ

る。令和５年度には、霊感商法を含めた悪質商法対策に係る別事業として「消費生活相

談機能強化促進等補助金」が 14団体に交付されたが、今後についても、レビューシート



にも示されているとおり、本事業の円滑な推進に資する国の補助金の設定を考慮すべき

ものと思う。ただ、国の補助金に関しては、各団体の活動状況及び財源事情の把握を前

提に、個々の事業進捗に欠かせない不足部分に的確に投入される必要があり、前記の補

助金の効果検証等を参考に、交付要件を慎重に設計していく必要がある。 

  

③ 本制度の国民への周知・広報活動 

あらゆる国の施策について、国民への周知・広報は様々な形で行われているが、本事

業については、本年度からポータルサイトを通じた活動が加わったものの、現状、消費

者団体訴訟制度の認知度は著しく低いのではないかと考えられる。本事業に関しては、

周知・広報活動に伴う認知度の向上が、消費者サイドからの問題提起、すなわち団体訴

訟の積極的な活用に結びつく可能性があり、ひいては現在の団体の数、案件処理能力の

見直しにも影響し得るものであり、より一層積極的に認知度向上の施策が展開されてい

く必要がある。その際、国民への制度そのものに関する情報伝達のみならず、実際に起

きた事例の紹介の中でも、この制度がどのように活用されたか、あるいは活用され得た

かという視点からの紹介が有効に作用するものと思う。 

 

消費者団体訴訟制度の維持発展には、自律を本旨とする各団体の自助努力と国による

適切な支援が、ともに欠かせないものと思われ、またその前提として、国が、各団体の活

動状況、課題・ニーズ、さらには活動環境の変化に関する情報を精緻に把握・評価してい

くことが求められる。また、事業管理する上でのアウトプット、アウトカムの設定等に

ついても、EBPMの考え方のより一層の定着が必要な部分が残っているように見受けられ

る。 

それらを基礎に、この制度が国民の関心そして利益擁護の要請に広く応え、より大き

な成果を上げることによって、消費者庁自身も展望するように「社会インフラ」のひと

つに育っていくことを強く望むものである。 

 


